
振興計画に係る認定申請書

年　　月　　日

　　経済産業大臣殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　

　伝統的工芸品産業の振興に関する法律第４条第１項の規定により、下記の振興計画について認定を受けたいので申請します。

記

１　振興事業に係る伝統的工芸品

２　伝統的工芸品の製造される地域における伝統的工芸品産業の概要（製造事業者の数及び申請をする特定製造協同組合等の構成員である製造事業者の数を含む。）
　　様式３－（１）のとおり

３　振興事業の目標

　　様式３－（２）のとおり

４　振興事業の内容

　　様式３－（２）のとおり

５　振興事業の実施時期

　　様式３－（３）のとおり

６　振興事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

　　様式３－（４）のとおり

７　振興事業の効果

　　様式３－（２）のとおり

８　特定製造協同組合等の構成員である製造事業者であって振興事業に参加するものの数

　　様式３－（２）のとおり

９　総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日

　　様式３－（７）のとおり

様式３－（１）伝統的工芸品の製造される地域における伝統的工芸品産業の概要 

  ①　製造事業者の数              うち特定製造協同組合等の構成員である製造事業者の数（　　　）

  ②  従事者数

  ③  生産額又は出荷額 

（注）１．①から③は、計画実施初年度の前年度について記入する。 

      ２．数量の単位は、適宜選択し、金額は百万円とする。 

様式３－（２）振興事業の目標、内容、効果等                                                  

	　　項　　　　　目


	  目　標


	事業名称


	　内　　容


	  効　果


	参加する特定製造協同組合等の構成員である製造事業者の数

	１．従事者の後継者の確　保及び育成並びに従事　者の研修に関する事項
	
	
	
	
	

	２．技術又は技法の継承　及び改善その他品質の　維持及び改善に関する　事項
	
	
	
	
	

	３．原材料の確保及び原　材料についての研究に　関する事項
	
	
	
	
	

	４．需要の開拓に関する　事項
	
	
	
	
	

	５．作業場その他作業環　境の改善に関する事項
	
	
	
	
	

	６．原材料の共同購入、　製品の共同販売、その　他事業の共同化に関す　る事項　　　　　　
	
	
	
	
	

	７．品質の表示、消費者　への適正な情報の提供　等に関する事項　　　
	
	
	
	
	

	８．老齢者である従事者、　技術に熟練した従事者　その他の従事者の福利　厚生に関する事項　　
	
	
	
	
	

	９．その他伝統的工芸品　産業の振興を図るため　に必要な事項
	
	
	
	
	

	振興事業に参加する特定製造協同組合等の構成員である製造事業者の数の合計（実数）
	

	
	


（注）１．この表は、実施する予定の項目について記入する。                                    

　　　２．関連参加者がいる場合については、「内容」の欄にその旨を具体的に記入する。           

　 　 ３．指定地域が２以上の都道府県の区域にわたる場合であって、２以上の特定製造協同組合等が連名で振興計画を提出する場合には、これらに重複加入している製造事業者は１製造事業者として計算する。

様式３－（３）振興事業の実施時期                                                            

                        年　　月    日  ～　　　　年　　月　　日   

様式３－（４）振興事業を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法                          

                                                            　　　　　単位（金額：百万円）  

	項　目


	事業名称


	区分


	所要資金


	  　　　　　所　要　資　金　の　内　訳       
	　　備　考



	
	
	
	
	　　　自　己　資　金   　
	　補　助　金


	

	
	
	
	
	
	うち借入金
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．「項目」及び「事業名称」は、様式３－（２）の「項目」及び「事業名称」を記入する。  

    　２．複数の事業がある項目は、各事業ごとに記入する。                                    

　　　３．「区分」は、設備資金又は運転資金の別を記入する。                                   

      ４．「所要資金の内訳」の各欄において調達先が複数ある場合には、該当欄に調達先ごとの金額を記入する。

　　　５．「備考」は、自己資金の具体的な調達方法を記入する。                                 

様式３－（５）伝統的工芸品表示事業実施規程                                                  

　（１）目的                                                                                

  （２）表示事業の対象となる伝統的工芸品                                                    

  （３）証票の様式、貼付方法、交付方法                                                      

（注）１．予定される証票のデザイン、寸法及び色彩を明記すること。                            

      ２．証票には、少なくとも次の事項を明記すること。                                      

        ①  伝統的工芸品名                                                                  

        ②  法に基づき指定されているものであること。                                        

        ③  証票発行者たる特定製造協同組合等の名称                                          

  （４）検査方法                                                                            

  （５）検査基準                                                                            

       ①　品種又は製品名                                                                   

       ②  外観                                                                             

       ③  性能又は品質                                                                     

       ④  技術又は技法                                                                     

       ⑤　材質                                                                             

       ⑥  製造地域                                                                         

       ⑦  その他                                                                           

　　　（注）検査基準は、法に基づき伝統的工芸品として指定された内容を充分満たす内容であること。

  （６）検査機関の名称、所在地、構成、任務等                                                

  （７）証票交付の手数料                                                                    

　　　①　検査手数料                                                                        

　　　②　証票料                                                                            

　（８）証票の管理方法及び検査結果の記録方法                                                

　（９）違反者に対する処分の方法                                                            

　（１０）その他                                                                            

様式３－（６）商標法等の法律関係                                                            

　（１）特定製造協同組合等で所有する商標権等を使用する場合にあってはその内容（出願日、出願番号、登録　　　番号）

　（２）他人の所有する商標権等を使用する場合にあっては、締結されている使用許諾契約の内容

様式３－（７）総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日

                              年　　月　　日


